（Ｈ22年2月）

· 「休日の分散化」「観光立国」が経済対策・雇用対策の切り札となるか？
先日、テレビで辻本国土交通副大臣が、5月のゴールデンウィークの休日分散化（日本を地域別に3分割して順番に取得）を提唱しておりました。日本人の休日の取り方は、年末年始、お盆休みに象徴されるように、特定の日に集中する傾向が極めて強いことはご承知のとおりです。日本の風習や文化に根付いた休日はやむを得ないとしても、それ以外の休日を政策的に分散化することでサービス産業の活性化が図られるのであれば、特にそのためのコストがかからないことからも早急に実施に向けて検討すべきことと思います。
現在、日本は産業構造の転換で大きな岐路に立たされております。中国、インド、東南アジア諸国の台頭を考えれば、製造業からサービス業へのシフトは避けて通ることはできません。しかしながら、日本のサービス業の生産性はまだまだ低いのが現状のようです。その大きな要因として挙げられるのが過度な需要の集中です。サービス業とは、基本的に形のないサービスを提供し、ほぼ同時にそれが消費されるという特徴を持っているため、製造業と違って計画的な生産で適正な在庫は持つということはできず、過度に需要が集中するとサービスの質の低下やＣＳ（顧客満足度）の低下をまねくこととなります。また、逆に需要の少ない時期は余剰人員をかかえて大きく生産性を落としてしまうことになります。ある著名なリゾート経営者によれば、需要の集中する時期は年間の１／４程度で、それ以外は閑散期のためどうしても非正規社員の比率が高くなってしまうという問題点を指摘しています。
そこで「休日の分散化」や「年次有給休暇の取得率の向上」によって需要の集中を解消し、出来る限り平準化することができれば、休前日の割高な料金設定などの是正も見込まれ、より多くの人が余暇活動を活発化させると予想されます。また、日本人だけでなく、海外（特に中国や台湾、香港）の富裕層を観光客として今後継続的に呼び込むことができれば、サービス産業での雇用情勢が著しく改善し、その相乗効果で他の産業にも波及することが期待されます。
世界の国際観光の動向として、2008年の国際観光客到着数が世界で最も多かった国はフランスで約7,930万人、以下アメリカ（約5,803万人）スペイン（約5,732万人）と続きます。日本の順位は28位（約835万人）で、アジア圏では中国の4位（約5,305万人）、マレーシアの12位（約2,205万人）、香港の15位（約1,732万人）、タイの18位（約1,458万人）に遅れをとっているのが現状です。この数字は、日本が今まで外国人に積極的に来てもらおうという姿勢が足りなかったことを如実に示しています。日本は2005年をピークに人口が減少に転じてしまいました。これからは外国人に是非行きたいと思わせるような国づくりをしていく必要があるのではないでしょうか。（工藤克己）
